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■各地域版※+県全域版を策定済み【計11計画】
※旧法（企業立地促進法）の枠組みを活用
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産業政策課

基本計画の策定状況
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（単独）



2

地域版でカバーできない分野については県全域版を
適用し、幅広い業種で制度を活用可能

県全域版

①建設機械、通
信ケーブル・黄
銅線、プラス
チック製品、窯
業・土石製品関
連産業の集積を
活用した成長も
のづくり分野

②柿や梨、米・
大豆、麦、レン
コン、ワカサギ
やシラウオ等の
特産物を活用し
た食料品関連分
野

③製造業・物流
産業を支える
パッケージ、梱
包材等関連産業
の集積を活用し
た成長ものづく
り分野

④常磐自動車道
千代田石岡Ｉ
Ｃ・石岡小美玉
スマートＩＣ等
の交通・物流イ
ンフラを活用し
た物流・流通関
連分野

地域版
例：石岡・かすみ

がうら地域版

① 県内の輸送用機械・産業機械、環境・新エネルギー、医療・介護、食品等の産業集積を活用し
た成長ものづくり分野

② 県内の国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人筑波大学、民間研究所等が保有す
るデジタルデータ・ロボット・ＡＩ等の技術を活用した第４次産業革命分野

③ 研究機関等が保有する原子力科学等の最先端技術を活用した成長ものづくり分野
④ 県内に集積する研究機関の知見を活用したサービス産業分野
⑤ 野菜や果樹等全国トップクラスの産出額を誇る農林水産物を活用した農林水産分野
⑥ 茨城県上海事務所等の海外拠点や独立行政法人日本貿易振興機構茨城貿易情報センター等の知
見を活用した海外展開分野

⑦ ４本の高速道路網及び２つの重要港湾、空港等陸海空の交通・物流インフラを活用した物流関
連分野

⑧ 筑波山、霞ケ浦、海岸線等の自然景観をはじめとした豊かな観光資源を活用した観光分野

牽引事業計画

サ
ー
ビ
ス
産
業
分
野

海
外
展
開
分
野

観
光
分
野

県全域版と各地域版の役割分担
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■牽引事業計画の承認件数：１２７件 ※2023.2末現在

圏央道沿線

県北

県西

30件

25件

茨城県全域

（24％）

（20％）2２件

水戸市

石岡・かすみがうら

９件
笠間・東茨城郡

（1７％）

16件
（1３％）

（7％）

※小数点以下四捨五入のため
合計が100％と一致しない

地域経済牽引事業計画承認状況（基本計画別）

8件
（6％）

7件

（6％）

■圏央道沿線地域と県全域で全体の約４割

その他

8件
（6％）
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製造業

化学工業

宿泊業

7８件

23件
その他

（54％）

（16％）

道路貨物運送・貨物業
・運輸付帯サービス業

卸売業

11件

洗濯・理容・美容・浴場業

16件
（11％）

※小数点以下四捨五入のため
合計が100％と一致しない

地域経済牽引事業の関連業種（業種別）

（8％）

■製造業が全体の約６割

4件

（3％）
4件

（3％）

4件

（3％）

うち、
◆金属製品：1５件（10％）
◆食料品：1３件（9％）
◆生産用機械：10件（７％）
◆輸送用機械：9件（6％）

※承認済み地域経済牽引事業計画内の「（関連する業種）地域経済牽引事業と関連する業種」

化学工業 5件

（3％）



5

■ 「課税の特例」 の

活用のために申請した企業が全体の約５割弱

ものづくり
補助金の加点

市町村税の減免
その他

45％

13％

5％

国税の
課税の特例

地域経済牽引事業計画の申請理由

37％ （65件）

（5３件）

（19件）

（7件）

※申請ベース、重複回答あり
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■ 茨城県内において地域未来投資促進法における土地利用調整を行った事例は２件。
■筑西市において地域未来投資促進法における農地転用の特例措置を活用

地域未来投資促進法の土地利用調整活用事例

＜土地利用調整までの時系列【筑西市内淀猫島地区・田宿地区の事例】＞

平成30年３月 ：基本計画の国変更同意【1回目】
（重点促進区域変更、土地利用調整区域追加）

平成30年６月 ：基本計画の国変更同意【2回目】
（土地利用調整区域一部修正）

平成30年７月 ：「土地利用調整計画①」同意【筑西市】
（約24.4ha）

平成30年７月 ：「地域経済牽引事業計画①」承認【事業者】
平成30年10月：農用地区域からの除外手続き①完了
令和元年５月 ：「第１種農地転用①」許可
令和２年５月 ：「土地利用調整計画②」同意【筑西市】

（約7.0ha）
令和２年５月 ：「地域経済牽引事業計画②」承認【事業者】
令和３年８月 ：「土地利用調整計画②」変更【筑西市】
令和３年10月 ：「地域経済牽引事業計画②」変更【事業者】
令和４年３月 ：「第１種農地転用②」許可

＜つくば明野北部工業団地地区（重点促進区域）のうち
土地利用調整計画の範囲＞

土地利用調整①
（約24.4ha）

土地利用調整②
（約7.0ha）

地域未来投資促進法の特例措置を活用した取組み
市町村 地区名 開発面積

筑西市 内淀猫島地区 約24.4ha

筑西市 田宿地区拡張 約7.0ha

古河市 東山田谷貝地区 約21.8ha（※）

（※）今後、立地予定企業による
事業計画が確定次第、農地転用の
特例措置を活用予定。



7市町村による産業用地開発の課題

現状

○ 立地企業が確定していなくとも、農地転用の特例措置が適用できるよう、適用範囲の拡大を
講じていただきたい。

「農地転用の配慮」に係る適用までの流れ

手続の
流れ

①基本計画の主務大臣（農水省など）同意（第４条）

②市町村の土地利用調整計画（第１１条）

重点促進区域の設定

土地利用調整区域の設定

③事業者の地域経済牽引事業計画（第１３条）

【土地利用調整に係る区域の分類】

「重点促進区域」
・基本計画で市町村及び都道府県が定める

（字単位で設定）

「土地利用調整区域」

・土地利用調整計画で市町村が定める

（地番等で設定）

企業による立地計画が確定しないと
農地転用の特例措置は適用できない

A市
B市

C市

D市

「促進区域」

・基本計画の対象区域

（行政区画単位で設定）

農地転用の特例措置の要件

○ 農地区域及び１種農地の農地転用は原則不許可。
・許可の第①段階：県及び市町村による「基本計画」の変更（又は作成）と主務大臣（農水省等）の同意。

・許可の第②段階：市町村による「土地利用調整計画」の作成と県の同意。

・許可の第③段階：事業者による「地域経済牽引事業計画」作成と県の承認。

立地予定企業による事業計画が確定している必要あり。

○ 不特定多数の企業誘致を目的とした産業用地の開発には活用が困難

課題

要望

重点促進区域の設定

土地利用調整区域の設定

（立地予定企業が確定した開発）




